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農地等の利用の最適化の推進に関する指針
　
１　農地等の利用の最適化の推進に関する目標

（１）担い手への農地等の集積・集約化
	耕地面積
（Ａ）
	平成２９年度（現状）
	平成３４年度（目標）
	

	
	農地集積面積
（Ｂ）
	農地集積面積
（Ｂ/Ａ）
	農地集積面積
（Ｃ）
	農地集積率
（Ｃ/Ａ）
	

	1,030　ha
	579.4　ha
	56.3　%
	582　ha
	56.5　％
	


　
（２）遊休農地の解消・発生防止
	平成２９年度（現状）
	平成３４年度（目標）
	増減率
（Ｄ/Ａ）

	遊休農地面積
（Ａ＝Ｂ＋Ｃ）
	
	遊休農地面積
（Ｄ＝Ｅ＋Ｆ）
	
	

	
	1号遊休農地
（Ｂ）
	２号遊休農地
（Ｃ）
	
	1号遊休農地
（Ｅ）
	２号遊休農地
（Ｆ）
	

	37.6　ha
	37.6　ha
	0　ha
	14.5　ha
	14.5　ha
	0　ha
	38.6　％



（３）農地中間管理機構との連携
	平成２９年度（現状）
	平成３４年度（目標）
	増減率
（Ｂ/Ａ）

	農地中間管理権の設定面積
（Ａ）
	農地中間管理権の設定面積
（Ｂ）
	

	0　ha
	1　ha
	0　％



（４）新規参入者の促進
	平成２９年度（現状）
	平成３４年度（目標）

	新規参入者数(個人）
（新規参入者取得面積）
	新規参入者数(法人）
（新規参入者取得面積）
	新規参入者数(個人）
（新規参入者取得面積）
	新規参入者数(法人）
（新規参入者取得面積）

	3　人
（　　　　　1　ha）
	0　人
（　　　　　0　ha）
	2　人
（　　   　　1　ha）
	0　人
（　　　　　0　ha）



２　農地利用の最適化に関する推進方法
　　
　 （１）担い手への農地の集積・集約化
	○　農業者に対する農地流動化の意向把握
○　人・農地プランに位置づける担い手を核とした地域農業者による話し合いの場の設置、相談会等の開催
○　農地利用関係の調整に資するための各種制度説明会の開催
○　農地の面積集積を目的とした農地中間管理事業・交換分合等の事業の推進


　 
（２）遊休農地の解消・発生防止
	○　利用状況調査・利用意向調査の実施
○　利用状況調査・利用意向調査を通じた農地所有者に対する指導・説明並びに相談活動の実施
○　高齢農家に対する意向の把握
○　遊休農地解消関連事業の活用の検討及び実施



（３）農地中間管理機構との連携
	○　農地中間管理機構へ対象農地の情報提供等を行うことにより連携を強化する。
○　農地中間管理事業の活用により、担い手への農地の面積集積を促進する。



（４）新規参入者の促進
	○　農業委員会・市町村・ＪＡ等関係機関との連携による新規参入の促進





